
 

第５６期令和７年度第２回 

香川地方最低賃金審議会 

会 議 次 第 

 

 

令 和７年７月 30 日（水）15：15～  

   高松サンポート合同庁舎北館 702会議室  

 

 

 １  開  会 

 

 ２  議  題 

 

  （１）香川県最低賃金改正に対する意見について 

 

  （２）その他 

 

    

 ３  閉  会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第２回香川地方最低賃金審議会資料目次 

 

１ 意見書 

労働者側 

資料№１ 令和７年度香川地方最低賃金改定に対する意見書 

日本労働組合総連合会香川県連合会  会 長 福家 良一 

 

資料№２ 2025年度 香川地方最低賃金額の改定にむけた意見書 

       香川県労働組合総連合（香川県労連）  議 長 十河 浩二 

 

資料№３ 2025年度香川地方最低賃金額の改定審議にむけた意見書 

       ―最低賃金の大幅引き上げでジェンダー平等の実現を― 

       香川県労働組合総連合（香川県労連） 女性部副部長 中川 和代 

 

使用者側 

 資料№４ 令和７年度 香川県最低賃金の改定に関する意見書 

香川県経営者協会          会 長 山田 径男 

資料№５ 地域別最低賃金額改定の金額審議について（要望） 

香川県タクシー協同組合       理事長 岩﨑 康誠 

 

２ 別途配付資料 

 １  令和６年賃金構造基本統計調査（短時間労働者・香川県・1時間当たり 

所定内給与額等） 

  ２  令和２～６年賃金構造基本統計調査（短時間労働者・香川県・1時間当 

     たり所定内給与額等）等 
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4％強の高水準で推移している5。他方、政府・日銀の2025年度見通し6ではいず

れも2024 年度平均7より若干減の水準となっている。 

○ なかでも、「頻繁に購入」する品目の消費者物価指数8は直近では6％前後で推

移している。また、同指数には含まれない「コメ」を含む「カレーライス物価

指数9」の 2024年度平均は133.6％（前年度比18.4％増）となっており、現在、

2025年7月の飲食料品の値上げは2,105品目にのぼり、前年同月の5倍に達する

見込み10で物価上昇し続けており、家計への負担増加の影響は今後大きくなる

見通しとされる。 

○ 最低賃金近傍で働く労働者の生活は、昨年以上に苦しくなっている。連合総研

「勤労者短観」では、世帯年収の低い層ほど1年前と比較した現在の暮らし向

きが悪化していると評価している11。400 万円世帯でその割合は5割を超え、こ

れは昨年調査の結果を上回る。また、いずれの年収階層でも半数以上の世帯が

何らかの支出を切り詰めているが、世帯年収の低い層ほどその傾向が顕著であ

る。 

5. 労働市場の改善傾向を踏まえた審議（人手不足、募集賃金） 

○ 雇用情勢は、完全失業率、有効求人倍率とも昨年の審議時以降、堅調に推移し

ている。雇用人員判断D.I.も製造業・非製造業とも、規模区分を問わず不足超

の状況である。人手不足の傾向は依然強まっており、求人募集賃金は最低賃金

を上回っている。労働市場の動向も加味して最低賃金の大幅に引上げなければ

ならない。 

○ 人材獲得のため多くの企業が初任給の引き上げを行っており、連合2025春季生

活闘争第6回回答集計（2025.7.1）では16,356円（対前年比5.25％増）となっ

ている。 

○ 最低賃金の引上げと雇用維持とは相反しない。大幅な引上げと言われている昨

年の改定も、必ずしも企業倒産への因果関係があるとは認めにくい12。むしろ

人口流出や人手不足が顕著な地域、中小・零細事業所において、人材確保・定

着の観点からも最低賃金を含む賃上げは急務である。 

 

5 2025 年 1 月：4.7％、同 2 月：4.3%、同 3 月：4.2％と推移 

6 政府・総合 2.5％、日銀コア 2.2％（内閣府「政府経済見通し」、日銀「展望レポート」より）。 

7 総合 3.0％、コア 2.7％（総務省「消費者物価指数」より） 

8 令和７年度中央最低賃金審議会目安に関する小委員会（第２回）資料：参考資料 No.1_委員からの追

加要望資料より 

9 帝国データバンク「カレーライス物価指数」調査（2024 年度・2025 年 3 月分）より。 

10 帝国データバンク 2025 年 7 月の値上げ動向より 

11 「1 年前と比較した現在の世帯の暮らし向き」について「やや悪くなった」「悪くなった」と回答した者の

合計。400 万未満世帯では 52.6％と昨年同時期の 44.5％を上回っている（連合総研「勤労者短観」より）。  

12 2024 年倒産件数は 10,006 件、2023 年比 1,316 件増（「東京商工リサーチ」より）。なお、同調査におけ

る原因別の倒産件数は「販売不振」7,352 件、「既往のしわ寄せ」1,134 件、「連鎖倒産」536 件、「放漫経

営」455 件であった。 
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6. 中小・零細事業者が賃上げできる環境づくりに全力を（基盤強化） 

○ 昨年10月の最低賃金改定以降、企業の経常利益は堅調に推移している13。ま

た、企業の利益剰余金（内部留保）は企業規模にかかわらず過去最高水準にあ

る14。最低賃金審議における一つの考慮要素である「通常の事業の賃金支払い

能力」については問題ないと言える。 

○ また、中小企業における労働分配率は8割前後と高い水準にあるが、この水準

は長らく横ばい15であり、最低賃金引上げとの相関は観察できず、「支払い能

力」との関連性は限定的と考えらえる。 

○ 他方、中小・零細事業所における賃上げの実現性をさらに高めるためには、よ

り広範な支払い能力の改善・底上げが重要である。政府は「賃金向上推進５か

年計画」 の施策パッケージ案において、「省力化投資促進プラン」として、

省力化投資補助金や業務改善助成金等の強化を明記した。企業の支払い能力を

勘案するにあたっては、こうした支援策の状況を念頭において議論すべきであ

る。 

○ 「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」など適正な価格転嫁を

促す施策が打ち出されたものの、実際の価格転嫁は道半ばである。最低賃金の

引上げ分を確実に価格転嫁するなど、本年10月の発効後に一層の価格転嫁が実

施されるよう、関係各省庁には指針の実効性のさらなる向上やパートナーシッ

プ構築宣言の普及・促進等を早急かつ徹底的に進めること。 

○ 政府をはじめ関係する省庁は、各種支援策の利活用状況や効果の検証を踏まえ

た一層の制度拡充と利活用の推進に努めること。 

 

7. 最後に 

令和7年度香川地方最低賃金審議会の改正審議において、香川の最低賃金近傍で働

く者の厳しい生活実態を直視し、生活水準の維持・向上の観点、ならびに賃上げ・

消費者物価上昇率等を考慮した香川地方最低賃金の引き上げが必要であります。 

私たちは、審議会において労使が論議を尽くしたうえで、最低賃金水準の改善が

前進することを心から期待申し上げ、令和7年度香川地方最低賃金の改正に対する意

見といたします。 

 

 

以上 

 

 

13 2025 年１～3 月における経常利益の対前年同期増加率は 3.8％、売上高経常利益率は 7.0％。（法人企業統

計調査季報（2025 年１～3 月期調査より））。 

14 規模計で 600 兆円を突破しており、規模別に見ても総じて前年比増の状況。資本金 1 億円未満でも 200 兆

円を突破し、前年比 9.6%の増加（2023 年度法人企業統計より）。 

15 中小企業庁「2025 年度版中小企業白書」（第 1-6-5 図）より。 
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【添付資料】 

１．2025春季生活闘争 全国の妥結状況（2025.07.03発表） 

２-①、②「2024連合リビングウェイジ」労働者が健康で文化的な生活ができ、労働力を

再生産し社会的体裁を保持するために最低限必要な賃金水準を連合が独自に

算出しているものです。（2024.9.25公表） 

3．連合本部資料：2025年度最低賃金行政等に関する要請書・提出資料（2025.06.03） 

4．連合提出資料（政労使意見交換） 

 

 



6



7



8



9



10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21

nishidaf
フリーテキスト
 資料№２



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



37



38



39



40



41



42



43

nishidaf
フリーテキスト
 資料№３



44



45

nishidaf
フリーテキスト
 資料№４



46



47



48



49



50



51

nishidaf
フリーテキスト
 資料№５



52


